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序     文 
 

メキシコ合衆国は温室効果ガス（GHG）の排出量は世界で第 11 位（2004 年）であり、2000 年

9 月に京都議定書を批准し、2006 年 11 月に非締約国のなかで唯一「第三次国別報告書」を国連気

候変動枠組条約（UNFCCC）事務局に提出し、2007 年 7 月に「国家気候変動戦略」を制定するな

ど、気候変動に対する対策を積極的に進めています。また、京都メカニズムのひとつであるクリ

ーン開発メカニズム（CDM）プロジェクトが 90 件承認されており（2007 年 9 月時点）、インド、

中国、ブラジルに続き第 4 位となっています。しかし CDM プロジェクトの約 8 割は、企業経営

の大規模畜産業者を対象とするメタンガスの回収を目的としたプロジェクトであり、中・小規模

の農家、畜産業者に裨益する CDM プロジェクトが十分に展開されていないといった課題があり

ます。また、メキシコ合衆国では未電化地域への電力供給、GHG の削減などを目的として再生可

能エネルギーの普及を積極的に進めており、再生可能エネルギーを更に促進するツールのひとつ

として CDM の活用を検討していますが、CDM 化の知見・技術が不足しているため十分に活用で

きていないといった課題もあります。 
このような現状を鑑み、メキシコ合衆国政府は、2006 年 8 月、わが国に対し、農村地域におい

て再生可能エネルギーの普及を実施している農牧農村開発漁業食糧省（SAGARPA）リスク共有

信託基金（FIRCO）の CDM を通じた再生可能エネルギープロジェクトの普及能力強化について

の協力を要請してきました。 
この要請に基づき、独立行政法人国際協力機構（JICA）は 2007 年 5 月 30 日から 6 月 28 日ま

で基礎調査団を派遣して基礎情報を収集し、2007 年 11 月 4 日から 11 月 17 日まで事前調査団を

派遣し、本案件の実施について協議議事録（M/M）で合意しました。 
本報告書は、各調査団の調査・協議結果を取りまとめたものであり、今後の技術協力実施にあ

たって、関係方面に広く活用されることを願うものです。 
ここに調査団の各位をはじめ、調査にご協力いただいた外務省、環境省、在メキシコ合衆国日

本国大使館など、内外関係各機関のかたがたに深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支

援をお願いする次第です。 
 

平成 20 年 4 月 
 

独立行政法人国際協力機構 
地球環境部長 伊藤 隆文 
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第 1 章 事前調査の概要 
 
1-1 要請の背景 

産油国であるメキシコ合衆国（以下、「メキシコ」と記す）は 1994 年に経済協力開発機構（OECD）

への加盟を果たし、1 人当たり GDP が約 7,447 US ドル（名目、2005 年）ある経済中進国である

が、ジニ係数が 0.46 と OECD 加盟国中最も高く、貧富の差が非常に大きい。なかでも農村地域は

貧困率や安全な水へのアクセス率といった指標において全国平均より深刻な貧困に陥っているこ

とが示されており〔貧困率：27.9％（全国平均：17.6％）、安全な水へのアクセス率：41％（全国

平均：79％）〕、農村地域における貧困はメキシコにおける課題のひとつとなっている。都市部－

農村地域間での貧富の差に加えて、メキシコ北部－南東部間での貧富の差も大きく、ベラクルス、

チアパス、オアハカといった南東部の州では人間開発指数などの貧困指数において他の州と比較

して著しく低くなっている。 
一方、メキシコは温室効果ガス（GHG）の排出量は世界で第 11 位（2004 年）であり、2000 年

9 月に京都議定書を批准し、2006 年 11 月に非締約国のなかで唯一「第三次国別報告書」を国連気

候変動枠組条約（UNFCCC）事務局に提出し、2007 年 7 月に「国家気候変動戦略（Estrategia Nacional 
de Cambio Climatico：ENACC）」を制定するなど、気候変動に対する対策を積極的に進めている。

また、京都メカニズムのひとつであるクリーン開発メカニズム（CDM）プロジェクトが 90 件承

認されており（2007 年 9 月時点）、インド、中国、ブラジルに続き第 4 位となっている。しかし

CDM プロジェクトの約 8 割は、企業経営の大規模畜産業者を対象とするメタンガスの回収を目

的としたプロジェクトであり、中・小規模の農家、畜産業者に裨益する CDM プロジェクトが十

分に展開されていないといった課題がある。また、メキシコでは未電化地域への電力供給、GHG
の削減などを目的として再生可能エネルギーの普及を積極的に進めており、再生可能エネルギー

を更に促進するツールのひとつとして CDM の活用を検討しているが、CDM 化の知見・技術が不

足しているため十分に活用できていないといった課題もある。 
このような現状を鑑み、メキシコ政府は、2006 年 8 月、わが国に対し、農村地域において再生

可能エネルギーの普及を実施している農牧農村開発漁業食糧省（SAGARPA）リスク共有信託基

金（FIRCO）の CDM を通じた再生可能エネルギープロジェクトの普及能力強化についての協力

を要請してきた。 
本要請に基づき、2007 年 5 月末～6 月上旬まで、本要請に関する基礎情報（メキシコにおける

気候変動への取り組み、FIRCO の再生可能エネルギー普及に関する取り組みなど）を収集するた

めのメキシコ事務所次長上条直樹を団長とする基礎調査団を派遣した。併せて、基礎調査団が収

集した情報を基に 2007 年 11 月にプロジェクトのフレームワークを FIRCO と協議するため、地球

環境部管理グループ課題・調整チーム長岩崎英二を団長とする事前調査団を派遣した。 
 
1-2 基礎調査の概要 

1-2-1 調査内容 

以下の項目に関する基礎情報の収集を目的として、現地での資料収集、FIRCO、関係機関〔国

立環境研究所（INE）〕及び他ドナー（世界銀行）などへのヒアリング、グアナファト州などの

現地視察を行った。なお、基礎調査の結果は事前調査の結果と合わせて本報告書において報告

する。 
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・メキシコにおける気候変動への取り組み 
・FIRCO の再生可能エネルギー普及に係る取り組み 
・他ドナーのメキシコ CDM 及び再生可能エネルギー普及に関する支援状況 
・農村地域における再生可能エネルギー導入の現状 

 
1-2-2 調査団員 

 氏 名 担当分野 所 属 
1 上条 直樹 団長/総括 独立行政法人国際協力機構 メキシコ事務所 次長

2 中尾 美和 
コミュニティ支援のため

の小規模 CDM 
日本開発サービス 調査部 コンサルタント 

 
1-2-3 調査日程 

No. 日 調査項目 
1 5 月 30 日（水） 東京（AA176 11:30）→（15：15）メキシコ市 

2 5 月 31 日（木）

AM JICA 事務所にて打合せ 
PM FIRCO、外務省、SAGARPA との打合せ（基礎調査内容確認、ワ

ークショップ参加要請・打合せ、現地視察打合わせ） 

3 6 月 1 日（金） 
AM 世界銀行との打合せ 
PM 情報整理、分析、ワークショップ準備 

4 6 月 2 日（土） 
5 6 月 3 日（日） 

情報収集、分析、ワークショップ準備 

6 6 月 4 日（月） 
FIRCO イダルゴ州再生可能エネルギー担当（JICA の CDM 集団研修受

講予定者）との打合せ 

7 6 月 5 日（火） 

AM 世界銀行との打合せ 
PM 世界銀行、在メキシコ合衆国日本国大使館、FIRCO、JICA、国際

協力銀行（JBIC）間での協議（メキシコにおける再生可能エネル

ギー及び CDM 支援について） 

8 6 月 6 日（水） 
AM 環境天然資源省（SEMARNAT）と協議 
PM 資料整理 

9 6 月 7 日（木） 
AM メキシコのバイオガスダイジェスター技術、普及実績に関する情

報収集、分析 
PM INE/環境研究研修センター（CENICA）との意見交換 

10 6 月 8 日（金） 終日 資料整理、ワークショップ準備 
11 6 月 9 日（土） 
12 6 月 10 日（日）

情報収集、分析、ワークショップ準備 

13 6 月 11 日（月） プロジェクトのフレームワーク形成のための PCM ワークショップ 
14 6 月 12 日（火） 資料整理 
15 6 月 13 日（水）

16 6 月 14 日（木）
終日 ワークショップ結果分析、ベラクルス州現地視察準備 

17 6 月 15 日（金）

AM ベラクルス州現地視察準備、情報収集･分析 
PM FIRCO との協議（FIRCO の事業概要、プロジェクトにおけるメキ

シコ側の投入など） 
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18 6 月 16 日（土） 情報収集、分析、資料整理 
19 6 月 17 日（日） ベラクルス州への移動 

20 6 月 18 日（月）

AM FIRCO ベラクルス州事務所との協議（基礎調査概要説明、州内の

再生可能エネルギー促進状況、小流域プログラム進捗状況、郡長

選挙など） 
PM バイオガスダイジェスター生産者訪問、村落訪問（Cuautepec 郡、

Tlatetetela 郡） 

21 6 月 19 日（火）
AM 村落調査（Comapa 郡） 
PM メキシコ市へ移動  

22 6 月 20 日（水） 現地訪問まとめ・分析 

23 6 月 21 日（木）

AM グアナファト州イラプアトへ移動 
PM グアナファト大学農業科学センター（バイオガスダイジェスター

技術調査、設置先村落訪問） 
（メキシコ市へ移動） 

24 6 月 22 日（金） 現地訪問まとめ・分析 
25 6 月 23 日（土）

26 6 月 24 日（日）
情報収集、分析、資料整理 

27 6 月 25 日（月） 現地調査報告作成 

28 6 月 26 日（火）
AM INE、FIRCO との協議、報告 
PM JICA メキシコ事務所長報告 

29 6 月 27 日（水） メキシコ市発（AA 1066） 
30 6 月 28 日（木） 東京着 

 
1-3 事前調査の概要 

1-3-1 事前調査の目的と実施方針 

(1) 上記基礎調査を踏まえ、協力内容形成のために新たに必要な情報を入手する。 
(2) 技術協力プロジェクトのスキームについて理解を得るとともに、先方実施体制、プロジ

ェクト名、プロジェクトの成果、活動計画及び適切な投入計画について協議を行い、プロ

ジェクトの詳細を明確化し、合意した内容について協議議事録（M/M）で確認する。 
(3) 帰国後、本調査の結果を取りまとめ、協力案について承認を得る。変更が必要となった

際には最終的な協力内容について M/M で確認する。 
 

1-3-2 調査内容 

(1) 基本事項 
① 要請背景・内容の確認 
② 基礎調査結果を含めた既存情報のレビュー 
③ メキシコにおける気候変動、CDM の取り組み（法制度・国家計画、CDM プロジェク

トの現状） 
④ メキシコにおける農村地域への再生可能エネルギー導入・普及の取り組み 
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(2) プロジェクト全体計画について 

① 本プロジェクトの妥当性 
② プロジェクト全体計画案〔基本コンセプト、目標、成果、活動、投入（日本・メキシ

コ）、プロジェクト期間、プロジェクト名〕の協議 
③ プロジェクト実施体制 
④ 当該分野の他ドナーの支援状況 
⑤ 実施上の留意点の確認 

 
1-3-3 調査団員 

 氏 名 担当分野 所 属 

1 岩崎 英二 団長/総括 
独立行政法人国際協力機構 地球環境部 管理グループ 
課題・調整チーム長 

2 川西 正人 気候変動 独立行政法人国際協力機構 国際協力専門員 
3 松尾 直樹 小規模 CDM 有限会社クライメートエキスパーツ 代表取締役 
4 伊藤 幸範 農村開発 元独立行政法人国際協力機構 専門家 

5 柏村 正允 協力企画 
独立行政法人国際協力機構 地球環境部 第二グループ 
環境管理第二チーム・職員 

 
1-3-4 調査日程 

No. 月 日 
曜 
日 

団長/総括（岩崎英二）
気候変動（川西正人）

小規模 CDM（松尾直樹）
農村開発（伊藤幸範） 協力企画（柏村正允）

1 11 月 4 日 日 
10:40 ブエノスアイレ

ス発（LA622） 
19:40 メキシコ市着 

17:20 成田発（JL018） 
09:20 バンクーバー着 
13:00 バンクーバー発（JL5788） 
20:25 メキシコ市着 

団長と同じ 

2 11 月 5 日 月 
AM：事務所との打合せ、在メキシコ合衆国日本国大使館表敬 
PM：SAGARP 表敬、FIRCO との協議 

3 11 月 6 日 火 終日：ヌエボレオン州への訪問、FIRCO 州事務所及び事業者との打合せ 

4 11 月 7 日 水 

5 11 月 8 日 木 
終日：プロジェクトフレームワークに係る FIRCO との協議 

6 11 月 9 日 金 
AM：プロジェクトフレームワークに係る FIRCO との協議 
PM：JICA メキシコ事務所、在メキシコ合衆国日本国大使館への報告 

7 11 月 10 日 土 
08:00 メキシコ市発（JL5781） 
09:50 ロサンゼルス着 
11:55 ロサンゼルス発（JL061） 

8 11 月 11 日 日 16:40 成田着 

資料整理 

9 11 月 12 日 月 

10 11 月 13 日 火 

11 11 月 14 日 水 

終日：ミチョアカン州・グアナファト州への訪

問：各 FIRCO 州事務所、養豚組合からのヒアリ

ング、養豚場の視察 

12 11 月 15 日 木 
AM：資料整理 
PM：事務所報告 

13 11 月 16 日 金 08:50 メキシコ市発（JL011） 

14 11 月 17 日 土 

 

17:05 成田着 
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第 2 章 メキシコにおける気候変動対策及びクリーン開発メカニズム 
（CDM）への取り組み 

 
2-1 メキシコにおける温室効果ガス（GHG）排出量の現状 

第三次国別報告書によればメキシコにおける GHG の排出量は、2002 年が約 64 万 3,183 ギガグ

ラム〔以下、「Gg」と記す、1Gg=1,000t、二酸化炭素（CO2）換算〕であり、1990 年から約 30％
排出量が増加している。また、2002 年における部門別の GHG 排出量を図 2-1 に示す。エネルギ

ー部門からの排出量が約 60％、「土地利用、土地利用変化及び林業」部門が約 14％の排出を占め

ている。以下廃棄物が 10％、工業プロセスが約 8％となっている。農業部門からの排出量は約 7％
であるが、GHG の種類別にみると、メキシコにおけるメタン排出量の約 80％が農業部門から排

出されており、緩和策における農業部門への対策の重要性は高いといえる。 
 

エネルギー LULUCF 廃棄物 工業過程 農業
 

図 2-1 部門別 GHG 排出量（2002 年） 
 
2-2 気候変動対策・クリーン開発メカニズム（CDM）に係る政策及び指定国家機関（DNA）の体制 

メキシコは国連気候変動枠組条約（UNFCCC）を 1993 年 3 月に、京都議定書を 2000 年 9 月に

批准し、2004 年 1 月に 5 省〔環境天然資源省（SEMARNAT）、エネルギー省、経済省、農牧農村

開発漁業食糧省（SAGARPA）、通信運輸省〕の大臣から構成される「メキシコ温室効果ガス削減・

吸収プロジェクト委員会（COMEGEI）を DNA として設置した。2005 年 4 月には上記 5 省に外

務省、社会開発省が新たに加わり、省庁間気候変動委員会（CICC）と名称が変更された。現在

CICC は以下の役割を担っている。 
1) CDM プロジェクトの発掘・形成 
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2) 国家気候変動戦略（Estrategia Nacional de Cambio Climatico：ENACC）の制定及び体制の整備 
3) CDM 案件の承認レター発行 
4) CDM その他の気候変動対策案件開発に関する省庁間の調整 
5) UNFCCC 締約国会議・京都議定書締約国会議対応 
6) 国内法体制整備の促進 
7) 気候変動に関する広報・啓発活動 
なお、COMEGEI は図 2-2 の CICC 組織図のとおり、CICC のワーキンググループのひとつとし

て残り、承認レターを発行する際の案件評価等を担当している。承認レターの発行については図

2-3 の手順に基づいて実施されており、承認申請が受理されてから 31 営業日以内に回答されるこ

ととなっている1。 
 

 
図 2-2 CICC 組織図 

 
CICC は年に 2 回定例会合を設けており、重要議題があると臨時会合が設けられることになっ

ている。CDM 技術局、COMEGEI、ENACC、国際対応、脆弱性・適応策の各ワーキングループは

月に 1 度会合を開いている。 
メキシコでは大統領がその任期（6 年間）に政権が指針とすべき国家目標、戦略及び優先課題

を明確にした国家開発計画（Plan Nacional de Desarrollo）をメキシコ憲法第 26 条及び計画法（Ley 
de Planeacion）に基づき作成しているが現在の政権が 2007 年上半期に発表した今後 6 年間の国家

運営の基礎となる「国家開発計画」において「環境持続性」が 5 本柱の 1 つにあげられており、

「環境持続性」のなかで、「気候変動」が優先取り組み事項の 1 つとされている。 
また、2006 年 11 月に非附属書Ⅰ国のなかで最初に「第三次国別報告書」を策定し、GHG の排

出状況、気候変動による各分野への影響及びそれらに対する緩和策・適応策について整理すると

ともに、2007 年 6 月に中央政府･地方自治体、民間セクター、市民社会全体の合意の下に気候変

                                                        
1 環境省「平成 18 年度 CDM/JI ホスト国基礎情報調査（メキシコ）」 

CICC 委員長：環境天然資源大臣 

SEMARNAT・エネルギー・農牧村落開発・経済・通信運輸・外務・社会開発省 

CDM 技術局 
（Secretariado Tecnico）

国家気候 

変動戦略 

（GT-ENACC）

国際対応 

  

（GT-INT） 

脆弱性･ 

適応策 

（GT-ADAP） 

メキシコ温室効果 
ガス削減・吸収プ 
ロジェクト委員会 

 
（COMEGEI） 
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動対策に関する包括的な国家戦略を定めることを目的として「ENACC」を策定し、GHG 排出削

減、土地利用や吸収源増大、適応策分野など、気候変動対策全般の取り組みについて優先分野や

体制に関する指針等を定めた。なお、現在 ENACC に数値目標等を加え「気候変動特別プログラ

ム」として整理し、「国家開発計画 2008-2012」に組み込む準備が進められている。 
 

  

 
出展：環境省「平成 18 年度 CDM/JI ホスト国基礎情報調査」 

図 2-3 CDM プロジェクト承認フロー 

 
2-3 クリーン開発メカニズム（CDM）の実績 

2007 年 9 月現在で 90 件が UNFCCC に登録済みであり、登録件数では、インド、中国、ブラジ

ルに続き第 4 位となっている。90 件のなかで大規模な畜産工場及び廃棄物処分場のメタン回収・

利用プロジェクトが 83 件（92％）を占めており、そのほかでは風力発電が 4 件、水力発電が 2
件、HFC 削減が 1 件となっている。なお、90 件のうち「小規模」のカテゴリーに属するプロジェ

クトは 29 件である。 
 
2-4 気候変動、クリーン開発メカニズム（CDM）に係るその他の取り組み 

2-4-1 温室効果ガス（GHG）排出量のインベントリー促進プログラム（Programa GEI） 

3 大都市（メキシコ市、モンテレー市、グアダラハラ市）の GHG の主要排出企業が事業所か

ら排出される GHG 量を自主的に報告するプログラムである。World Business Counsel on 
Sustainable Development（WBCSD）を通じ、米国国際開発庁（USAID）の資金援助で国際 NGO
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の World Resource Institute（WRI）が、企業に対して GHG 排出量インベントリーの計測ノウハ

ウに関する能力形成を実施し、そのデータをインターネット上で公開している。プログラムは

2 段階に分かれている。第 1 段階では、プログラム参加企業が自社の GHG 排出インベントリー

を作成するための技術支援を行う。作成される GHG 排出インベントリーは、WRI と WBSCD
が中心となって作成した GHG プロトコルのひとつである「GHG プロトコル事業者排出量算定

報告基準（GHG Protocol Corporate Accountingand Reporting Standard）」に従う。第 2 段階では、

排出削減プロジェクトから生まれる GHG 排出削減量を算定するための能力開発を行う。GHG
排出削減量の算定は「GHG プロトコル・プロジェクト排出削減量算定基準（GHG Protocol for 
Project Accounting）」に準拠する2。参加企業は 2007 年 5 月時点でメキシコにおける代表的エネ

ルギー集約産業である石油化学、電力、ビール生産業、セメント、鉄鋼分野の計 45 社となっ

ている。 
 

2-4-2 メキシコ炭素基金(El Fondo Mexicano de Carbono：FOMECAR) 
国内の CDM 事業の促進を目的に、メキシコ国立貿易銀行（BANCOMEXT）、SEMARNAT、

世界銀行の協力で FOMECAR が 2006 年に設立された。資本金は 3 億 5,000 万 US ドルで、運営

は BANCOMEXT が担っている。BANCOMEXT 及び世界銀行は覚書を締結し、世界銀行が自己

の炭素基金の運営経験を基に支援を行っている。FOMECAR には主として民間企業が出資する

ことを想定しているが、米州開発銀行（IDB）や世界銀行など国際金融機関に加え、外国の炭

素基金の参加も視野に入れている3。 
 

2-4-3 メタン市場化パートナーシップ〔Methane To Market（M2M)〕 

2004 年 11 月に米国が発表した GHG のひとつであるメタンガスの回収・有効利用のための国

際協力を推進するための枠組みであり、現在米国、日本、欧州委員会、メキシコを含め約 25
ヵ国が参画している。この協力枠組みでは、「炭鉱メタン」「廃棄物処分場」「石油・天然ガス・

システム」の分野でメタン回収及び有効利用のための協力プロジェクトが実施されており、農

業分野（家畜糞尿処理など）についても協力が行われている。メキシコについては 2006 年 3
月、SEMARNAT と米国環境保護庁（USEPA）間で、メキシコにおけるメタンガスの回収を促

進することを目的とした協力協定を締結し、同協定に基づき、USEPA、USAID、SEMARNAT
が他の関連機関と連携しながら、メタンガス活用促進のためのインフラ建設、回収可能なメタ

ンガス量の特定等のプロジェクトを展開している4。 
 
2-5 関連分野の政策、取り組み 

2-5-1 再生可能エネルギー活用促進法(LAFRE) 
2012 年までに（大規模水力発電を除く）再生可能エネルギーによる発電をメキシコの発電総

量の 8％まで拡大することを掲げた「LAFRE」が 2005 年 12 月に下院を通過し、2006 年 4 月に

上院のエネルギー委員会で一部の変更が加えられ、現在、上院での採決が進められている段階

                                                        
2 NEDO 海外レポート NO.998、「メキシコの地球温暖化防止に向けた取り組み」 
（http://www.nedo.go.jp/kankobutsu/report/998/998-05.pdf） 

3 同上 
4 同上 
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である。メキシコにおける発電･配電はともに従来はエネルギー省傘下の電力庁（CFE）の独占

であったが、民間の参入が 1992 年から許可され、又、自家発電スキームについては 30MW 以

下の小型発電のみ認められている。 
同法案は、政府が出資する信託基金を設立し、再生可能エネルギー発電業者の国家電力シス

テムへの売電にインセンティブを与えるとともに、再生エネルギーに関する研究開発を促進し、

地熱発電やバイオマス発電、その他新技術による発電を促進する5。 
 

2-5-2 農業分野における再生可能エネルギー促進プロジェクト 

小規模農畜産セクターの生産性向上と村落地域における太陽光発電の利用促進を目的とし

て、地球環境ファシリティ（GEF）の支援を受け、リスク共有信託基金（FIRCO）が実施機関

となって、2001 ～ 2006 年まで全国を対象に展開したプロジェクトである。具体的には、太陽

光発電を地下水揚水・給水の動力源として活用し水源から離れた家畜厩舎や農耕地に水を供給

するデモ用システムの導入を展開し、プロジェクト終了までに全国で 2,500 基が設置された。

本事業の詳細については第 3 章を参照のこと。 
その他、同じく GEF の支援で、無電村落率が高い 4 州（チアパス、ベラクルス、ゲレロ、オ

アハカ）において小水力、太陽光、小規模風力等の独立分散型の再生可能エネルギー電源を設

置し、電化率を向上させる「村落総合電化計画」が 2008 年より開始される予定である。 
 

                                                        
5 NEDO 海外レポート NO.998、「メキシコの地球温暖化防止に向けた取り組み」 
（http://www.nedo.go.jp/kankobutsu/report/998/998-05.pdf） 
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第 3 章 プロジェクト実施機関の概要 
 
3-1 メキシコにおける農村開発の法制度とプロジェクト実施機関の位置づけ 

メキシコにおける農業及び農村開発は、メキシコの国家開発計画に沿って農牧農村開発漁業食

糧省（SAGARPA）が策定したセクタープログラム（Programa Sectorial de la SAGARPA 2001-2006）
に基づいて実施されている。また 2001 年にはプログラムの基本的な考え方を「持続可能な農村開

発法（Ley de Desarrollo Sustentable：LDRS）」として取りまとめている。LDRS の目的としては、

第 1 条に「わが国の持続可能な農村開発を促進すること、適切な環境に資すること、公正を促す

にあたり国家の主導権と役割を保障すること」と定められている。また、同第 5 条には「以下の

目的をめざす農村地域における政策、活動、計画を推進する」とし、次の 5 点をあげている。 
Ⅰ 農村地域における非農牧業も含めた雇用の多様化と創出、並びに収入の増加の促進 
Ⅱ 持続可能な開発の生産に焦点をあてた、地域開発の不均衡の是正 
Ⅲ 農牧業生産の推進を通じた、食糧供給の安全と主権の貢献 
Ⅳ 持続可能な利用を通じた、生物多様性の保護と自然資源の品質改善の振興 
Ⅴ 様々な経済的、環境的、社会的及び文化的役割の評価 

 
本プロジェクトの実施機関であるリスク共有信託基金〔FIRCO（1981 年設立）〕は SAGARPA

傘下で、農業、畜産業、漁業の生産性の向上を目的とする再生可能エネルギー分野等における新

技術の紹介、アグリビジネスの普及、小流域開発プログラムの展開等を実施している機関である。

首都にある本部のほか、国内すべての州に事務所がある。本部は大きく 4 つの部署に分かれてお

り、事業を実施する部署はアグリビジネス部と小流域開発部の 2 つになる。本部内の正規職員数

は約 40 名で、このほか外部コンサルタントが数名いる。2007 年度の予算は約 22 億 7,000 万ペソ

で給与などの人件費を除いた事業費は 20 億 5,000 万ペソとなっている。 
一方州事務所は、3 つの部署から成り立っているが、事業を実施する部署は本部同様アグリビ

ジネス部と小流域開発部の 2 つである。この部署がアグリビジネスプログラムや、小流域開発プ

ログラムの実施を担っている。職員は、アグリビジネス、小流域開発に各 4、5 名、総務に 2、3
名、全体で 10 名前後である（大きな事務所では 15 名になる場合もある）。 

再生可能エネルギーの推進は、FIRCO が実施しているプログラムのなかのひとつであり、独立

した部署が独自に実施してはいない。このため本部及び州事務所には、それぞれ再生可能エネル

ギー担当者が置かれているが、他業務と兼任している。それら担当者は本部に 2 名、州事務所に

各 1 名おり、地球環境ファシリティ（GEF）の支援で実施された「農業分野における再生可能エ

ネルギー促進プロジェクト」においてカウンターパートとして任命されたことから始まり、プロ

ジェクト終了後も引き続きその責任を担っている。州事務所の再生可能エネルギー担当者は、州

事務所によってアグリビジネス部に所属している場合と、小流域開発部に所属している場合があ

る。これは、2000 年再生可能エネルギー担当者の任命が行われたときには、アグリビジネス部と

小流域開発部は 1 つの部署であったが、2004 年に組織改変が行われた際 2 つに分かれたため、あ

る州の担当者はアグリビジネス部に、ある州の担当者は小流域開発部に移動したことによる。こ

うした体制の下、例えば再生可能エネルギー担当者のいないアグリビジネス部で再生可能エネル

ギーを利用する事業計画が立てられた場合、再生可能エネルギー担当者は別部署であっても事業

計画の関係部分については検討やアドバイス等を行うなど、相互補完しながら業務を進めている。 
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3-2 リスク共有信託基金（FIRCO）の事業概要 

(1) 再生可能エネルギー促進事業 
2001～2006 年にかけて、「農業分野における再生可能エネルギー促進プロジェクト」が実

施された。プロジェクトは、小規模農畜産セクターの生産性向上と村落地域における太陽光

発電の利用促進を目的としている。プロジェクトを実施するにあたり、各州で再生可能エネ

ルギーの担当を任命し、再生可能エネルギー一般、太陽光パネル利用、バイオ燃料などに関

する 3 ヵ月間の研修を、ニューメキシコ大学で行った。研修受講後、畜産農家や州の技術者

などに対する説明会で太陽光発電を利用した地下水揚水・給水施設を紹介、システムの導入

を行った。プロジェクト終了までに全国で 2,500 基 が設置された。設置手順は以下のとおり。 
① FIRCO 住民に対する説明会 
② 畜産農家 FIRCO に申込み 
③ FIRCO 必要水量や面積などから適切な業者をリストアップ 
④ FIRCO 3 社からの見積りを取り、農家に照会 
⑤ 畜産農家 企業を選択 
⑥ FIRCO 施工管理と設置後の確認 
⑦ 畜産農家 政府に補助金を申請、お金を受け取る 

 
こうした活動の結果、太陽光発電を利用した地下水揚水・給水施設は農家間に知られるよ

うになり、施設を生産する企業も増加した。企業の増加に伴い、FIRCO は安心して施工を任

せられる企業名のリストをパンフレットなどで公表するなど、農家に対して品質確保や設備

保障といったサービスも行ってきた。企業の増加、自由競争の促進により、プロジェクト開

始当初には施設のコストは 45US ドル/Ｗであったが、プロジェクト終了時には 14US ドル/Ｗ
まで低下した。 

一方、関心をもった農家は直接 FIRCO に申込みに来るだけでなく、インターネットを活用

した申込みもできるようになっているなど、様々な工夫が行われている。 
このほかプロジェクトでは、太陽光発電を利用した地下水揚水・給水施設だけでなく、2005

年後半には試験的に太陽熱を利用した温水システムやバイオガス発電の導入も行い、現在も

普及の促進を行っている。2006 年プロジェクトが終了後も、以下(2)、(3)のプログラムの一

部として事業を継続している。 
 

(2) アグリビジネスプログラム 
アグリビジネスプログラムは、2004 年より始められた FIRCO 独自のプログラムで、生産

性の向上や 1 次産品に付加価値をつけるための支援を行っている。支援は主に小規模融資で

あるが、技術的なアドバイスなども行っている。対象は、個人農家は含まれず法的に企業と

して設立された団体のみである。 
同プログラムの下、これまでに養鶏場、牛やブタの屠殺場、果物の集荷・ラッピング工場

などに支援が行われた。FIRCO では、こうした工場に太陽熱利用の温水給水システム導入を

促進している。また、農業畜産部門・アグリビジネス関係での需要は、約 1 万件あると見込

んでいる（表 3-1）。特に屠殺場においては清掃、消毒、殺菌、肉の保温、ニワトリの羽を抜
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くためなど温水の利用量は多い。 
FIRCO ではこうした取り組みを促進するために、FIRCO 職員の能力向上を目的に、2007

年 6～8 月、アグリビジネスにおける再生可能エネルギーの取り組み方に関する研修を行った。

また、一般の農家や、技術者、関連企業などを対象とした説明会を、これまでに 8 回実施し

ており、今後も継続する予定である。説明会では再生可能エネルギーの推進に関するもので

あるが、バイオガスダイジェスターの紹介やクリーン開発メカニズム（CDM）の概要もその

内容に含まれている。 
 

表 3-1 温水給水システムの需要 

連邦承認施設（屠畜場） 305 

市営屠畜場 2,554 

青果包装業者 80 

乳牛舎 3,000 

養豚場 1,500 

牛乳処理・ビン詰施設 89 

クリーム、バター、チーズ等 1,830 

他 821 

合計 10,179 

 
(3) 小流域開発プログラム 

小流域開発プログラムは、2002 年より始まった FIRCO 独自の総合農村開発プログラムで

ある。本プログラムは 1 年目に小流域内の村落の基礎情報（地理、気象、経済社会指標、自

然資源等）の収集、住民組織化、村落の問題分析を行ったうえで、取り組みの優先事項など

を住民参加型プロセスで共通化し、それらを小流域開発指針（Plan Rector de Prodduccion y 
Conservacion de las microcuenca：PRPC）として取りまとめる。2 年目には PRPC に基づき、

優先度の高い取り組み事項に関して、各問題を担当するべき行政機関へ事業申請書を提案、

必要な財政･技術支援を村落に展開するための調整を行っている。直接の現場活動は現地で雇

用された村落普及員を通して行われており、人件費等の経費は FIRCO と、FIRCO と協定を

結んでいる市庁（Municipio）が 50％ずつ負担しており、普及員に対するプログラムの進め方

等に関するトレーニングは FIRCO が担っている。これまでに 32 州 1,414 ヵ所の小流域で、

開発指針を作成済みである。現在実施中若しくは実施を予定しているプロジェクト活動につ

いては表 3-2 のとおり、自然資源の保全･回復、経済活動の多様化促進、社会資本開発と人材

育成分野等の分野が対象となっている。 
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第 4 章 協力概要 
 
4-1 メキシコにおけるクリーン開発メカニズム（CDM）の課題 

メキシコは 2007 年 9 月時点で 90 件の CDM プロジェクトが承認されており、インド、中国、

ブラジルに続き第 4 位となっている。また、指定国家機関（DNA）の構築、CDM プロジェクト

承認手続きの整備等の体制・制度整備、「第三次国別報告書」（2006 年 11 月、非附属書Ⅰ国のな

かで初）、「気候変動国家戦略（2007 年 6 月）」の策定等全体計画、戦略の整備を積極的に進めて

いる。このように全体の制度設計やプロジェクト件数の点からみると、CDM 推進に向けた大き

な課題はみられないが、本調査を通して以下の 2 点の課題が明らかになった。 
(1) 90件のなかで約 8 割は大規模畜産業を対象とするメタンガスの回収を目的としたプロジェ

クトであるが、そのすべてが 1、2 社の CDM コンサルタントがより効率的に大量のクレジ

ットを獲得できる大規模業者に特化して働きかけ、初期投資の負担及び CDM 申請の手続

き等を担う一方で、CDM 化によって発生するクレジットの大部分をコンサルタントが取

得するものとなっている。この手法では、民間投資の観点から利益が発生する規模以上で

のみ CDM プロジェクトの形成及びバイオガスダイジェスター等の導入が進む一方で、大

規模業者と比較して手続き面でのコスト負担に大きな差がなく、得られるクレジットが少

ない中・小規模の業者を対象とした CDM プロジェクトの形成が十分には進んでいない状

況である。この状況は格差の拡大につながる可能性もあり、農牧農村開発漁業食糧省

（SAGARPA）、リスク共有信託基金（FIRCO）も課題として認識している点である。 
(2) 上記のようにメキシコの CDM プロジェクトのほとんどは、1、2 社の CDM コンサルタン

トによって形成されているが、そのなかの 1 社の経営状況が著しく悪化したため、例えば

ミチョアカン州の事例にもあったとおりバイオガスダイジェスターの建設が中止された

り、当初の事業者－コンサルタント間の合意内容と異なった契約内容が提示されるといっ

た事態が起こっている。コンサルタントに CDM の申請手続き等を一任した形成手法をと

ると、件数自体は増加するものの、途上国側に CDM の知識、仕組みが十分周知されない

ままに形成されるため、問題が発生したときの対応が十分取れず、プロジェクトが中断し

てしまう事態に陥る可能性が高い。また FIRCO としては、（初期費用の負担というコスト

負担はあるものの）クレジットから得られる利益配分がコンサルタント側に有利であり、

より適正な配分に基づいたプロジェクト形成の必要性も認識している。 
 
4-2 リスク共有信託基金（FIRCO）が実施している各再生可能エネルギー普及事業のクリーン開

発メカニズム（CDM）プロジェクト化の可能性の検討 

上記のとおり FIRCO 側が現在実施している、温室効果ガス（GHG）削減効果の見込まれる再

生可能エネルギー普及事業は以下の 3 つであるが、「追加性」の観点や方法論の適用可能性等の観

点から CDM プロジェクトとしての実施可能性について、上記で収集した情報を基に検討を行っ

た。以下に 3 事業についての検討結果を記す。 
 
(1) 太陽光発電を用いた畜産農家向け地下水揚水施設整備 

本事業については、中小の畜産業業者の間で今後の大きな需要が見込まれ FIRCO としても

推進に力を入れているが、現地調査を実施したヌエボレオン州を含め既存の動力が太陽光発
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電と同じ GHG を排出しない風力であることが多く、風力から太陽光への動力の変換では

GHG は削減されない。また、化石燃料を用いて揚水している地域もあるとのことであったが、

世界銀行・地球環境ファシリティ（GEF）によって実施したモデルプロジェクトの成功を受

け、畜産農家の間で関心が高まり、又、農業省の補助金制度も整備され設置が促進されてい

ること、世界銀行による普及を目的とした新たな資金援助計画も出てきていることから、追

加性の論証が困難（＝CDM というツールを用いることなく普及が進む）であったことから

CDM の実施可能性が低いと判断し、本プロジェクトの対象外とした。 
 

(2) 太陽熱を用いた食品加工工場向け温水給水システム導入 

本事業については、既存の動力が化石燃料（ディーゼル燃料）であるため CDM プロジェ

クト化の可能性があると思われたが、FIRCO として食品加工事業者に対して啓発・普及・技

術支援（仕様書作成、見積価格評価、設置時検収等）活動を実施しており、設置についても

（CDM というツールを用いることなく）各企業の独自資金で設置も進んでいることから

CDM プロジェクト化の前提である「追加性」を証明することは困難であることが明らかにな

った。また、温水施設設置を必要とする工場の数も決して多いとはいえない状況であったこ

とから十分なニーズ確認できず、支援の妥当性が確認できなかった。 
 

(3) 養豚業者向けのバイオガスダイジェスター施設整備 

本事業については、既存の大規模業者対象の同種事業の CDM プロジェクト化も行われて

おり、今後中・小規模の業者への需要拡大が見込まれ、又初期費用の観点から中・小規模の

導入も進んでおらず、他の設置事業に対する FIRCO 等からの支援も現時点では十分行われて

いない状況である。よって CDM というツールを用いることによって導入を進められる可能

性が高く追加性の証明も可能であると判断された。 
 
以上の検討から本プロジェクトでは(3)の事業における FIRCO の CDM 形成、普及の支援

を行うこととした。 
 
4-3 プロジェクト概要 

「1-5 調査日程」のとおり 2007 年 11 月 4 ～ 17 日まで FIRCO を中心としたメキシコ側関係機

関との協議、FIRCO の再生可能エネルギー事業実施サイト等の現場視察を行い、プロジェクトの

フレームワークについて検討した。帰国後テレビ会議等を通じて FIRCO 側と協議を継続し、それ

らの協議の結果に基づき 2008 年 4 月 1 日、FIRCO と JICA メキシコ事務所の間で、協議議事録

（M/M）を署名交換し、プロジェクト内容、メキシコ側及び日本側負担事項等について合意した。 
 

4-3-1 プロジェクト名 

（和文） 農村地域におけるバイオガスを利用した小規模 CDM 事業モデル形成支援 
（英文） Assistance for the Development of a Small-scale CDM Project Model with Biogas in Rural 

Communities 
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4-3-2 プロジェクトフレームワーク 

(1) 上位目標 
農村地域において再生可能エネルギーの活用が促進される 

 
(2) プロジェクト目標 

FIRCO の CDM を通じた農村地域における再生可能エネルギー事業の促進能力が強化さ

れる 
 

(3) 成 果 
１）FIRCO の CDM に関する理解が深まるとともに、CDM を通じたバイオガスダイジェス

ター導入に関する専門的な知識をもった職員が養成される。 
２）FIRCO の農村地域における CDM を通じた再生可能エネルギー事業の管理能力が強化

される 
 

(4) 活 動 
【成果 1】 

１）FIRCO と日本人専門家が協働し本邦研修のカリキュラム案を作成する 
２）FIRCO と日本人専門家が協働し本邦研修の研修員選定に係るクライテリアを作成し、

クライテリアに基づき 6～8 名の研修員を選定する 
３）本邦研修に参加する研修員が研修用のジョブレポート（各州の概要、州事務所概要、

養豚業者の現状、州別の再生可能エネルギープロジェクトの概要、CDM の普及実績、

本邦研修の成果の活用方法、各研修員の業務内容等）を作成する。 
４）バイオガスダイジェスター導入に係る CDM プロジェクト形成能力強化を目的とし

た以下の研修項目を含む本邦研修を実施する。 
① ｢ジョブレポート」の発表 
② CDM の概要、CDM に関する国際的な議論の動向、他国の事例（バイオガスダイ

ジェスター導入・普及事業の CDM 化）に関する講義 
③ プロジェクト・デザイン・ドキュメント（PDD）作成演習（バイオガスダイジェ

スターからのメタンガス回収の（小規模を含めた）CDM プロジェクトを対象とす

る） 
④ 日本の CDM 関係機関の取り組み 
⑤ アクションレポート作成・発表 

 
【成果 2】 

１）（本邦研修の研修員以外の）FIRCO の各州事務所の再生可能エネルギー担当職員へ

の CDM 研修、関係省庁・地方自治体へのセミナー・ワークショップ及び事業者（養

豚業者等バイオガスダイジェスターを利用する事業者）を対象とした FIRCO が主催す

る CDM を用いたバイオガスダイジェスター設置事業の促進に関する講習会に係る実

施計画を作成する。 
２）上記１）で作成した実施計画に基づき FIRCO の各州事務所の再生可能エネルギー担
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当職員への CDM 研修を実施する。 
３）上記１）で作成した実施計画に基づき関係省庁・地方自治体へのセミナー・ワーク

ショップを実施する。 
４）上記１）で作成した実施計画に基づき、２）で研修を受けた研修員が講師となり養

豚業者等（バイオガスダイジェスターを利用する事業者）を対象とした FIRCO が主催

する CDM を用いたバイオガスダイジェスター設置事業の促進に関する講習会を実施

する。 
 

4-3-3 プロジェクト期間 

約 6 ヵ月間 
 

4-3-4 プロジェクトの実施体制 

本プロジェクトは FIRCO 長官をプロジェクトダイレクター、FIRCO 地方統括をプロジェク

トマネージャーとしてプロジェクトを実施する。 
 

4-3-5 メキシコ側の投入 

(1) カウンターパート及び研修員 
カウンターパート及び CDM 形成能力強化を目的とした本邦研修の研修員 

(2) プロジェクト経常経費 
カウンターパート及び研修員の人件費、普及事業（セミナー、ワークショップ、講習会

等）の開催経費 
 

4-3-6 日本側の投入 

(1) 専門家派遣 
CDM プロジェクト形成、CDM プロジェクト管理、小規模 CDM に係る専門知識を有し

た専門家（1 名）を派遣する。 
(2) 本邦研修 

CDM 形成能力強化を目的とした本邦研修を実施する。 
(3) 在外事業強化費 

専門家が活動を実施するための経費（国内移動費等）及び普及事業実施における会場費

及び教材作成にかかる経費を負担する。 
 
4-4 実施上の留意点 

4-4-1 JICA の既存のクリーン開発メカニズム（CDM）能力強化プロジェクトの経験の活用 

本プロジェクトの先行例としてアルゼンチンの環境持続的開発庁気候変動局（DCC）に対す

る技術協力「アルゼンチン CDM 基盤整備プロジェクト」及びペルー国家環境基金（FONAM）

に対する技術協力「CDM 立案能力向上プロジェクト」がある。これらのプロジェクトの成果

（CDM 形成・普及マニュアル、バンドリングマニュアル等）及び教訓を生かした協力を行う

ことが重要である。 
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4-4-2 国連等におけるクリーン開発メカニズム（CDM）分野の議論の把握 

CDM は、未開拓の部分が多く、年々新しい手法が開発され、新規のプロジェクトが形成さ

れている。CDM 理事会での承認状況、議論の動向等最新の情報を注意深く入手、分析しなが

ら協力を実施する必要がある。 
 

4-4-3 日本のクリーン開発メカニズム（CDM）関係機関との連携 

新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）や日本カーボンファイナンス（JCF）等の

CDM関連機関に対しメキシコにおける CDMプロジェクトの情報提供を行うことによりメキシ

コにおける CDM プロジェクトの更なる推進の可能性を広げることが重要である。また、関係

機関を本邦研修の訪問先の候補とし、日本の CDM 推進の取り組みについての知識を移転する

こと、人的ネットワークの構築を図ることも併せて重要である。 
 

4-4-4 他の援助機関との連携 

世界銀行の再生可能エネルギー支援プロジェクト等他の援助機関が実施している農村地域

における GHG 削減につながるプロジェクトの促進において本プロジェクトの成果が活用でき

るように他の援助機関との情報共有・連携を十分に図ることから必要である。 
 

4-4-5 地方におけるクリーン開発メカニズム（CDM）形成の促進 

FIRCO は各州の事務所を通じて全国的に再生可能エネルギー事業を展開している。また、各

州の事務所は講習会等を通じて各地方自治体及び事業者とのネットワークも構築しているこ

とから、特に各州の事務所の再生可能エネルギー担当者に本プロジェクトの成果を十分に波及

させることを念頭に置きつつ、プロジェクトを進めていくことが重要である。 
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付 属 資 料 

1. 主要面会者リスト 

2. M/M（英語） 

3. 収集資料リスト 



 



農牧農村開発漁業食料省（SAGARPA）リスク共有信託基金（FIRCO） 
・本部 

Rodorigo Diez Sollano Elcoro  長 官 
Octavio Montufar Avilez  地域統括（アグロビジネス） 
Marco Antonio Gonzalez Cortes  地域統括（小流域開発） 

 
・ヌエボレオン州事務所 
 Eduardo Mesta Riojas   州事務所長 

Jose R. Bautista   再生可能エネルギー担当 
 
・イダルゴ州事務所 
 Quim Francisca Robledo Muniz    再生可能エネルギー担当  
 
ミチョアカン州 
 David Pena Guillermo   ミチョアカン州畜産協会会長 
 
グアナファト州 
 Jose Luis Gallardo Nieto  グアナファト州畜産協会会長 
 Engenio Guerrero Padilla  畜産協会会員（畜産業者） 
 
在メキシコ合衆国日本国大使館 
森下 敬一郎 公 使 
川崎 俊正  一等書記官 
森武 浩一  二等書記官 

 
JICA メキシコ事務所 
川路 賢一郎 所 長 
上條 直樹  次 長 
石橋 匡   職 員 

 

1．主要面談者リスト
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2．M/M（英語）

－28－



－29－



－30－



－31－



－32－



－33－



－34－



－35－



－36－



番号 資料の名称 発行期間 形態

1 Claridades Agropecuarias Agosto 2007 ASERCA 書籍

2 Claridades Agropecuarias Octubre 2007 ASERCA 書籍

3 Delegacion Japones-Firco Aplicaciones de Las Energia
Renovable en el Estado de Nuevo Leon SAGARPA/FIRCO コピー

4 Proyectos Exitosos Proyecto de Energia Renovable para
la Agricultura SAGARPA/FIRCO 書籍

5 Colectores Solares Planos SAGARPA/FIRCO 書籍

6 Introduccion a la tecnologia de la Digestion Anaerobia SAGARPA/FIRCO 書籍

7 Construyendo el Futuro CapituloⅠ・Ⅱ
SAGARPA/FIRCO/
GEF/World Bank CD

8 Construyendo el Futuro CapituloⅢ・Ⅳ
SAGARPA/FIRCO/
GEF/World Bank CD

9 Construyendo el Futuro CapituloⅤ・Ⅵ
SAGARPA/FIRCO/
GEF/World Bank CD

10 Guia de Bombeo de Agua y Presentaciones SAGARPA/FIRCO CD

収集資料リスト

3．収集資料リスト
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番号 資料の名称 発行期間 形態

1 Centro de Investigaciones del Mar y la Atmosfera CIMA パンフレット

2
El Banco Mundial y el Medio Ambiente en
Argentina

Banco Mundial パンフレット

3
２da Comunicacion Nacional de la republica
Argentina a la Convencion Marco de las Naciones
Unidas sobre Cambio Climatico

Republica Argentina 書籍

4
Regional Climate Change Projection by the Earth
Simulator

Hiroki KONDO コピー（PPT資料）

5
Innovative Program of Climate Change Projection
for the 21st Century (KAKUSHIN Program)

Ministry of
Education, Culture,
Sports, Science and
Technology

コピー（PPT資料）

6
Modelado Climatico. Situacion actual en Japon y
en el Mercosur

JICA/Mercosur/Ca
mbio Climatico

CD

アルゼンチン気候変動への適応能力強化プロジェクト　収集資料リスト
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